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内沼・伊豆沼にて 
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今月の写真 ～Kadota-office staffs が贈る季節の風景 

１月末、とてもよいお天気だったので、思い切ってドライブ～
白鳥と雁に会いに伊豆沼・内沼に出かけてきました。風は強か
ったものの、すばらしい景色・おいしい空気にすっかりリフレ
ッシュして帰ってきました。波打ち際は少し氷がはっていまし
たが、白鳥や雁はそんな冷たい水もなんのその！優雅に水遊び
を楽しんでいました。どんな耐寒機能を持っているのだろう…
などと考えながら、帰ってきました。夕方、一斉に雁が返って
くる“塒帰り”は見ものだそうです。ぜひ防寒対策を万全にし
て足を運んでみてください。 
------------------------------------------------------ 
今回から随時、残業代訴訟について記事をお届けしていきま
す。「自分の会社は大丈夫」と信じたいところですが、情報が
あふれる時代、何があるかわかりません。当事者意識をしっか
り持ち、対策を講じていくことが大切です。ご心配があれば、
どうぞいつでもご相談ください。 

 

 
 

 
仕事・上司・年収に対する正社員の「満足度」 

 
株式会社 NTT データ経営研究所が、インターネット
を利用して 12 月上旬に実施した「ビジネスパーソン
の就業意識調査」（企業で正社員として働く 1,038 人
が回答）の結果を発表しました。 
ここでは、このアンケート結果のうち、正社員にと
っての仕事・上司・年収に対する「満足度」などの
項目について見ていきたいと思います。御社の社員
の方の「満足度」は以下の結果と比べていかがでし
ょうか？ 

 
 
◆「現在の仕事にどの程度満足しているか？」 
「大いに満足している」（8.3%）、「どちらかといえば
満足している」（53.4%）と回答した人を合わせると、
約６割（61.7%）の人が、現在の自分の仕事に満足し
ていることがわかりました。 

 
◆「現在の上司にどの程度満足しているか？」 
「大いに満足している」（9.7%）、「どちらかといえば
満足している」（45.7%）と回答した人を合わせると、
５割以上（55.4%）の人が、職場における自分の上司
に満足していることがわかりました。なお、「大いに
不満がある」と回答した人は 15.8%でした。 

 
◆「現在の収入にどの程度満足しているか？ 
「大いに満足している」（2.6%）、「どちらかといえば
満足している」（33.8%）と回答した人を合わせると
４割以下（36.4%）でした。収入面に関しては満足し
ていない人が多いことがわかります。なお、「大いに
不満がある」（20.6%）と「どちらかといえば不満があ
る」（43.0%）と回答した人を合わせると６割以上
（63.6%）に上りました。 

 
◆「年収があと最低どのくらいアップして欲しいか？」
全体で最も多かった回答は「50～100 万円未満」
（32.1％）で、次に「100～200 万円未満」（29.7％）
が多く、両者を合わせると「50～200 万円未満」の
アップを希望する人の割合が６割以上（61.8%）を占
めました。さらに「50 万円未満」、「50～100 万円未
満」、「100～200 万円未満」を合計すると、76.2%の
人が「年収の不足額は 200 万円未満」と感じている
ことになります。   

厳しい雇用情勢下に入った後の調査ですが、前向きに
現実を捉え業務に取り組んでいる姿勢が見えます。 

 
ポスト過払請求？！ 未払残業代請求訴訟（１） 

 
雇用環境の厳しさが増すなか、『未払残業代請求』の
請求に関して、すでに首都圏では労働者に向けた CM
や電車広告を出すなどの専門家の動きが始まってい
るようです。事業主にとっては極めて耳の痛い話題
ですが、しっかり現実を受け止めて対応していく必
要があります。 
 
まず、未払賃金の請求根拠について、労働基準法の
根拠条文を確認しておきましょう。 
 
第 114 条 (付加金の支払)  
裁判所は、第 20 条（解雇予告手当）、第 26 条（休業手当）若
しくは第 37 条（割増賃金）の規定に違反した使用
者又は第 39 条第 6 項（年次有給休暇中の賃金）の規定による
賃金を支払わなかつた使用者に対して、労働者の
請求により、これらの規定により使用者が支払わ
なければならない金額についての未払金のほか、
これと同一額の付加金の支払を命ずることができ
る。ただし、この請求は、違反のあつた時から２
年以内にしなければならない。 

 
第 115 条(時効) 
 この法律の規定による賃金(退職手当を除く。)、災

害補償その他の請求権は２年間、この法律の規定
による退職手当の請求権は３年間行わない場合に
おいては、時効によつて消滅する。 

 
また、＜監督署への申告＞の根拠は次の条文です。 
第 104 条(監督機関に対する申告) 
 事業場に、この法律又はこの法律に基いて発する
命令に違反する事実がある場合においては、労働
者は、その事実を行政官庁又は労働基準監督官に
申告することができる。 

 
残業代請求を行う場合、事業主宛に弁護士等が 
・労働基準法 108 条に基づく『賃金台帳への労働時

間数の記入義務』 
・『労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき

措置に関する基準』により事業主に求められてい
る「始業・終業時刻の確認・記録」 

に基づく資料の開示請求が行われる可能性が高く、
これらの資料がなければ、使用者の管理に対して指
摘を受けることになります。 
今後、監督行政はますます厳しくなることが予想さ
れます。引き続き、情報をお届けしていきます。（続）
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